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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材（Ａ）の片面もしくは両面に、直接基材側から順に、層厚が光学膜厚で１００～１
７５ｎｍの中間屈折率層（Ｂ）および層厚が光学膜厚で１０～６０ｎｍの導電層（Ｃ）を
積層した透明導電材料であって、かつ前記中間屈折率層（Ｂ）の屈折率が１．７～１．８
５で、各層の屈折率が基材（Ａ）の屈折率＜中間屈折率層（Ｂ）の屈折率＜導電層（Ｃ）
の屈折率となる関係を満たすとともに、前記中間屈折率層（Ｂ）は金属酸化物と紫外線硬
化性単量体との混合物により形成され、前記金属酸化物の平均粒径は０．０１～０．０５
μｍであり、さらに金属酸化物と紫外線硬化性単量体との重量比は５０／５０～９０／１
０である透明導電材料。
【請求項２】
　導電層（Ｃ）が金属もしくは金属酸化物からなる導電層である請求項１に記載の透明導
電材料。
【請求項３】
　導電層（Ｃ）が酸化インジウム錫を蒸着法、イオンプレーティング法、化学蒸着法およ
びスパッタリング法から選ばれるいずれか１種の方法により形成した層であることを特徴
とする請求項１又は２に記載の透明導電材料。
【請求項４】
　基材（Ａ）が１０～５００μｍの厚みを持つプラスチックフィルムである請求項１～３
のいずれか１項に記載の透明導電材料。
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【請求項５】
　中間屈折率層（Ｂ）が原料をウェットコーティング法により形成した層である請求項１
～４のいずれか１項に記載の透明導電材料。
【請求項６】
　透明導電材料の導電層Ｃ側表面における反射率曲線の極小値が３８０～５００ｎｍの波
長範囲内にあることを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の透明導電材料。
【請求項７】
　透明導電材料の導電層Ｃ側表面における反射率曲線の極小値が４５０～５００ｎｍの波
長範囲内にあることを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の透明導電材料。
【請求項８】
　ＪＩＳ　Ｚ８７２９に定められるＬ*ａ*ｂ*表色系における透過色差が、－２＜ａ*＜２
、－２＜ｂ*＜２の範囲であることを特徴とする請求項１～７のいずれか１項に記載の透
明導電材料。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の透明導電材料を電極基板として用いたタッチパネ
ル。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、構成が簡単で製造コストが低く、かつ着色の少ない透明導電材料およびそれを
用いたタッチパネルに関する。
【０００２】
【従来の技術】
現在、画面表示に直接触れることにより、情報を入力できるデバイスとしてタッチパネル
が用いられている。これは光を透過する入力装置を液晶表示装置、ＣＲＴなどの各種ディ
スプレイ上に配置したものであり、代表的な形式のひとつとして、電極基板２枚を導電層
が向かい合う様に配置した抵抗膜式タッチパネルがある。
【０００３】
抵抗膜式タッチパネル用の電極基板として、ガラス板や、樹脂板や、各種の熱可塑性高分
子フィルムの基板上に、酸化インジウム錫（ＩＴＯ）や酸化亜鉛などの導電性を有する金
属酸化物を積層したものが一般的に用いられている。
【０００４】
このようにして得られた電極基板は、金属酸化物層の反射および吸収に由来する可視光短
波長域の透過率低下により全光線透過率が低下すると同時に、黄色もしくは茶色に呈色す
ることが多い。そのためタッチパネルの下に配置される表示装置の発色を正確に表現する
ことが難しいといった問題があった。
【０００５】
この問題を解決するために、導電層と基材との間に、導電層、基材のどちらよりも屈折率
の高い高屈折率層を挿入したり、あるいは導電層、基材のどちらよりも屈折率の低い低屈
折率層を挿入する方法が提案されている（例えば特許文献１を参照）。この方法によれば
、図５に示すように、５５０ｎｍ付近の波長における反射率を抑えることができ、図６に
示すように、５５０ｎｍ付近の波長における透過率を高くすることができる。しかし、こ
れらはいずれも全光線透過率を向上させる効果は得られるが、黄色もしくは茶色に透過光
が呈色する問題については未解決であった。
【０００６】
また、導電層と基材の間に多層光学膜を積層する方法も提案されている（例えば特許文献
２を参照）。
【０００７】
【特許文献１】
特開平６－２１８８６４号公報（第２頁及び第３頁）
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【特許文献２】
特開平１１－２８６０６６号公報（第２～４頁）
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
ところが、これらは電極材料の透過率をコントロールして透過光の着色を抑える効果が得
られるものの、中間層が多層膜となるため、構成が複雑で製造コストが高くなる問題があ
った。
【０００９】
本発明の目的は、構成が簡単で製造コストが低く、かつ透過光の着色の少ない透明導電材
料およびそれを用いたタッチパネルを提供することである。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、前記問題点に鑑み鋭意検討した結果、基材表面に特定の中間屈折率層を形
成した上に、導電層を形成することにより、着色を抑えた透明導電材料を形成できること
を見い出し、本発明を完成した。
【００１１】
　本発明は次の（１）～（９）である。
（１）　基材（Ａ）の片面もしくは両面に、直接基材側から順に、層厚が光学膜厚で１０
０～１７５ｎｍの中間屈折率層（Ｂ）および層厚が光学膜厚で１０～６０ｎｍの導電層（
Ｃ）を積層した透明導電材料であって、かつ前記中間屈折率層（Ｂ）の屈折率が１．７～
１．８５で、各層の屈折率が基材（Ａ）の屈折率＜中間屈折率層（Ｂ）の屈折率＜導電層
（Ｃ）の屈折率となる関係を満たすとともに、前記中間屈折率層（Ｂ）は金属酸化物と紫
外線硬化性単量体との混合物により形成され、前記金属酸化物の平均粒径は０．０１～０
．０５μｍであり、さらに金属酸化物と紫外線硬化性単量体との重量比は５０／５０～９
０／１０である透明導電材料。
（２）　導電層（Ｃ）が金属もしくは金属酸化物からなる導電層である前記（１）の透明
導電材料。
（３）　導電層（Ｃ）が酸化インジウム錫を蒸着法、イオンプレーティング法、化学蒸着
（ＣＶＤ）法およびスパッタリング法から選ばれるいずれか１種の方法により形成した層
であることを特徴とする前記（１）又は（２）の透明導電材料。
（４）　基材（Ａ）が１０～５００μｍの厚みを持つプラスチックフィルムである前記（
１）～（３）のいずれかの透明導電材料。
（５）　中間屈折率層（Ｂ）が原料をウェットコーティング法により形成した層である前
記（１）～（４）のいずれかの透明導電材料。
（６）　透明導電材料の導電層Ｃ側表面における反射率曲線の極小値が３８０～５００ｎ
ｍの波長範囲内にあることを特徴とする前記（１）～（５）のいずれかの透明導電材料。
（７）　透明導電材料の導電層Ｃ側表面における反射率曲線の極小値が４５０～５００ｎ
ｍの波長範囲内にあることを特徴とする前記（１）～（５）のいずれかの透明導電材料。
（８）　ＪＩＳ　Ｚ８７２９に定められるＬ*ａ*ｂ*表色系における透過色差が、－２＜
ａ*＜２、－２＜ｂ*＜２の範囲であることを特徴とする前記（１）～（７）のいずれかの
透明導電材料。
（９）　前記（１）～（８）のいずれかの透明導電材料を電極基板として用いたタッチパ
ネル。
【００１２】
【発明の実施の形態】
　以下、本発明の実施の形態を詳細に説明する。
　本実施形態の透明導電材料は、基材（Ａ）の片面もしくは両面に、直接基材側から順に
、層厚が光学膜厚で１００～１７５ｎｍの中間屈折率層（Ｂ）、層厚が光学膜厚で１０～
６０ｎｍの導電層（Ｃ）を積層したものである。かつ中間屈折率層（Ｂ）の屈折率が１．
７～１．８５で、各層の屈折率が基材（Ａ）の屈折率＜中間屈折率層（Ｂ）の屈折率＜導
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電層（Ｃ）の屈折率となる関係を満たすとともに、前記中間屈折率層（Ｂ）は金属酸化物
と紫外線硬化性単量体との混合物により形成され、前記金属酸化物の平均粒径は０．０１
～０．０５μｍであり、さらに金属酸化物と紫外線硬化性単量体との重量比は５０／５０
～９０／１０のものである。ここでいう光学膜厚とは層の屈折率（ｎ）と層の厚み（ｄ）
の積（ｎ×ｄ）を意味している。
【００１３】
本実施形態に用いられる基材（Ａ）は、透明導電材料のベース材となるもので、透明性の
良好なものである。この基材（Ａ）としては特に限定されるものではなく、公知の全ての
ものが使用可能である。基材（Ａ）の材質としては、例えば、ガラスや、ポリエチレンテ
レフタレート（以下ＰＥＴと略記）、ポリブチレンテレフタレート、ポリカーボネート、
ポリメタクリル酸メチル共重合体、トリアセチルセルロース、ポリオレフィン、ポリアミ
ド、ポリ塩化ビニル、非晶質ポリオレフィンなどの透明樹脂が好ましい。
【００１４】
また基材（Ａ）の形状としては、例えば板状もしくはフィルム状のものが挙げられる。生
産性、運搬性の点からプラスチックフィルムが好ましく挙げられる。その際、その厚みと
しては１０～５００μｍのものが透明性、作業性の点より好ましく、５０～２００μｍの
ものがさらに好ましい。
【００１５】
次に、中間屈折率層（Ｂ）について説明する。基材（Ａ）と導電層（Ｃ）の間に前述した
ような特定の中間屈折率層（Ｂ）を形成させた本実施形態の透明導電材料は、紫から青色
の光の反射を低減できるため、透過光の着色を低減できる。
【００１６】
　中間屈折率層（Ｂ）の屈折率は、基材（Ａ）と導電層Ｃ) の屈折率に対して、基材（Ａ
）の屈折率＜中間屈折率層（Ｂ）の屈折率＜導電層Ｃの屈折率の関係を満たし、かつ１．
７～１．８５の範囲である。中間屈折率層（Ｂ）の屈折率が１．７未満あるいは１．８５
よりも大きい場合、得られる透明導電材料における着色度が大きくなる。
【００１７】
中間屈折率層（Ｂ）の層厚は、光学膜厚で１００～１７５ｎｍの範囲が好ましい。中間屈
折率層（Ｂ）の光学膜厚をこのような範囲に設定することにより、反射光の中で特に青色
（波長４００ｎｍ）付近の反射率の小さい透明導電材料が得られる。光学膜厚が１００ｎ
ｍ未満あるいは光学膜厚が１７５ｎｍより大きい場合には、得られる透明導電材料におけ
る着色度が大きくなる。中間屈折率層（Ｂ）を形成する材料としては、屈折率が特定の範
囲を逸脱せず、本実施形態の目的を損なわない限りは特に限定されず、従来公知の材料を
使用することができる。
【００１８】
具体的には、例えば、無機物、無機物と有機物との混合物を用いることができる。ここで
、無機物としては例えば酸化亜鉛、酸化チタン、酸化セリウム、酸化アルミニウム、酸化
シラン、酸化タンタル、酸化イットリウム、酸化イッテルビウム、酸化ジルコニウム、酸
化インジウム錫、酸化アンチモン錫などの金属酸化物が材料として挙げられる。これらの
うち、酸化ジルコニウム、酸化チタン、酸化インジウム錫、酸化アンチモン錫及び酸化セ
リウムが好ましく、酸化ジルコニウムが屈折率、電気絶縁性、耐光性などの観点から最も
好ましい。
【００１９】
中間屈折率層（Ｂ）の形成方法は特に限定されず、例えば蒸着法、スパッタリング法、イ
オンプレーティング法、化学蒸着（ＣＶＤ）法、めっき法などのドライコーティング法、
ウェットコーティング法などを採用することができる。これらの中では、層の厚みの制御
が容易であるという観点から蒸着法およびスパッタリング法が好ましい。
【００２０】
また、無機物と有機物との混合物の場合、例えば、無機物として前述の金属酸化物の微粒
子と、有機物としての硬化性単量体の混合物が材料として挙げられる。この場合、中間屈
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折率層（Ｂ）の屈折率の設定を容易に行なうことができ、また該層（Ｂ）を容易に作製す
ることができる。金属酸化物の微粒子の平均粒径は中間屈折率層の厚みを大きく超えない
ことが好ましい。具体的には０．１μｍ以下であることが好ましく、０．０５μｍ以下で
あることがさらに好ましく、０．０１～０．０５μｍであることが最も好ましい。平均粒
径が大きくなると、散乱が生じるなど、中間屈折率層の透明性が低下する場合があるため
好ましくない。
【００２１】
また、必要に応じて微粒子表面を各種カップリング剤などにより修飾することができる。
各種カップリング剤としては例えば、珪素化合物、アルミニウム、チタニウム、ジルコニ
ウム、アンチモンなどを有機置換した金属アルコキシド、有機酸塩などが挙げられる。
【００２２】
硬化性単量体としては、特に限定されず、従来公知のものを使用できる。例えば単官能も
しくは多官能の（メタ）アクリル酸エステルや、テトラエトキシシランなどの珪素化合物
が挙げられる。さらに、硬化性単量体は、中間屈折率層（Ｂ）の生産性および層強度の観
点より紫外線硬化性単量体であることが好ましく、層強度を向上させる観点から、多官能
単量体を用いることが好ましい。そのため、紫外線硬化型でかつ多官能型のアクリレート
や珪素化合物が、最も好ましく挙げられる。
【００２３】
紫外線硬化型でかつ多官能型のアクリレートとしては、具体的には、例えば、ジペンタエ
リスリトールヘキサアクリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、テトラ
メチロールメタントリアクリレート、ペンタエリスリトールペンタアクリレート、トリメ
チロールプロパントリアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、１，６
－ビス（３－アクリロイルオキシ－２－ヒドロキシプロピルオキシ）ヘキサンなどの多官
能アルコール誘導体やポリエチレングリコールジアクリレート、ペンタエリスリトールト
リアクリレートヘキサメチレンジイソシアネートウレタンプレポリマー等のウレタンアク
リレートなどが挙げられる。硬化性単量体として、前述の単量体の１種または２種以上混
合したもの、またはその他の成分をさらに添加したものを用いることができる。
【００２４】
金属酸化物の微粒子と硬化性単量体との混合比率（金属酸化物の微粒子／硬化性単量体、
単位：重量比）は、５０／５０～９０／１０であることが好ましく、６０／４０～８５／
１５であることがさらに好ましい。金属酸化物の微粒子の割合が５０重量部未満、すなわ
ち硬化性単量体の割合が５０重量部を超える場合、屈折率を所望通り上げることができず
、また金属酸化物の微粒子の割合が９０重量部を超え、すなわち硬化性単量体の割合が１
０重量部未満の場合、層の成形性および強度が低くなる傾向にある。
【００２５】
また、中間屈折率層（Ｂ）の層中に本実施形態の効果を損なわない範囲において、その他
の成分を含ませても構わない。その他の成分とは特に限定されるものではなく、例えば、
無機または有機顔料、重合体、重合開始剤、重合禁止剤、酸化防止剤、分散剤、界面活性
剤、光安定剤、光吸収剤、レベリング剤などの添加剤が挙げられる。
【００２６】
また、ウェットコーティング法において層を形成後乾燥させる限りは、任意の量の溶媒を
添加することができる。無機物と有機物との混合物の場合、通常ウェットコーティング法
で中間屈折率層（Ｂ）が形成される。ウェットコーティングの方法としては公知の方法で
良く、例えばロールコート法、スピンコート法、ディップコート法などが代表的な方法と
して挙げられる。これらの中では、連続的に形成できるため生産性が高いという点でロー
ルコート法またはディップコート法はより好ましい方法である。
【００２７】
次に、本実施形態における導電層（Ｃ）は、透明導電材料の導電回路を構成する通電部と
して機能するものである。この導電層（Ｃ）の材料としては特に限定されないが、金属も
しくは金属酸化物を用いることが好ましい。例えば、金、銀、銅、白金、ニッケル、酸化
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錫、酸化インジウム錫（ＩＴＯ）、酸化アンチモン錫などの透明導電層が好ましく挙げら
れる。これらの中では、導電性、透明性、安定性の観点より酸化インジウム錫（ＩＴＯ）
が好ましく挙げられる。
【００２８】
また、導電層（Ｃ）の形成方法は特に限定されず、例えば蒸着法、スパッタリング法、イ
オンプレーティング法、ＣＶＤ法、めっき法などのドライコーティング法を採用すること
ができる。これらの中では、層の厚み制御の観点より蒸着法およびスパッタリング法が特
に好ましい。
【００２９】
導電層（Ｃ）の層厚は、光学膜厚で１０～６０ｎｍの範囲である。光学膜厚１０ｎｍ未満
では表面抵抗値が高くなり、また光学膜厚が６０ｎｍより大きい場合、透明性が低下する
。
【００３２】
本実施形態において、透明導電材料の導電層側表面における反射率曲線の極小値を３８０
～５００ｎｍの波長範囲内となるように、各層の屈折率や光学膜厚を調整すると、紫から
青色の光の反射をより低減でき、透過光の着色をより低減できる。ここで、反射率曲線の
極小値波長が３８０ｎｍ未満あるいは５００ｎｍより大きい場合には、紫から青色の光の
反射を低減する効果が小さいか、逆に反射が大きくなることにより、透過光が着色する傾
向にある。
【００３３】
本実施形態において、透明導電材料の導電層側表面における反射率曲線の極小値を３８０
～５００ｎｍの波長範囲内となるように各層の屈折率や光学膜厚を調整すると、透過光を
ＪＩＳ　Ｚ８７２９に定められるＬ*ａ*ｂ*表色系における透過色差として測定したとき
、－２＜ａ*＜２、－２＜ｂ*＜２の範囲にできる。
従って、着色が実用上問題とならない透明導電材料ができる。
【００３４】
さらに、反射率曲線の極小値波長を４５０～５００ｎｍの範囲内となるように屈折率と光
学膜厚を調整した場合、紫から青色の光の反射をより低減できるため、透過光の着色をよ
り低減できるだけではなく、透明導電材料のＪＩＳ　Ｋ７３６１－１に定められる全光線
透過率を８５％以上にできるのでさらに好ましい。
【００３５】
本実施形態の透明導電材料は、導電材料として高い光線透過率および優れた色調を必要と
する用途に用いることができる。特に有機、無機エレクトロルミネッセンスディスプレイ
や液晶ディスプレイなどの電子画像表示装置や、抵抗膜式タッチパネルの電極基板などに
用いることができる。
【００３６】
また、必要に応じて透明導電材料の導電層を形成していない面にあらかじめ接着層を設け
、対象物に貼り合せて用いることができる。接着層に用いられる材料としては特に限定さ
れるものではないが、例えば、シリコーン系粘着剤、アクリル系粘着剤、紫外線硬化型接
着剤、熱硬化型接着剤などを挙げることができる。
【００３７】
また、抵抗膜式タッチパネルの上部電極基板として用いる場合には、透明導電材料の導電
層を形成していない面に、表面強度向上のためのハードコート層を形成することが好まし
い。このハードコート層には防眩、帯電防止、減反射などの機能を一種類以上付与させる
ことができる。また透明導電材料の導電層を形成していない面を密着させるように接着層
を介してハードコート層を有する基材の裏面に貼り合せて用いることもできる。
【００３８】
抵抗膜式タッチパネルの下部電極基板として用いる場合には透明導電性材料をそのまま、
もしくはガラス、プラスチックなどの基材に貼り合せて用いることができる。また、その
裏側に光線透過率を向上させるために直接もしくは１層以上の層を介して、少なくとも１
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層以上からなる減反射層を形成したり、減反射層を有する基材を貼り合せることができる
。減反射層としては特に限定されず、従来公知のものを使用することができる。
【００３９】
さて、本実施形態の透明導電材料は、基材（Ａ）上に層厚が光学膜厚で１００～１７５ｎ
ｍの中間屈折率層（Ｂ）、さらにその上に層厚が光学膜厚で１０～６０ｎｍの導電層（Ｃ
）が積層されて構成されている。すなわち、この透明導電材料は、基材（Ａ）と導電層（
Ｃ）との間に中間屈折率層（Ｂ）のみが形成されて構成されている。従って、多層構造の
場合に比べて構成が簡単で、容易に製造することができる。
【００４０】
　また、中間屈折率層（Ｂ）の屈折率が１．７～１．８５で、各層の屈折率が基材（Ａ）
の屈折率＜中間屈折率層（Ｂ）の屈折率＜導電層（Ｃ）の屈折率となる関係を有している
。このため、透明導電材料に入射した光は、図３に示すように、４００～７８０ｎｍの範
囲の波長で反射率がほぼ一定となるように低下され、透過光が着色するのが抑制される。
さらに、図４に示すように、透過率（全光線透過率）もほぼ８５％で一定となり、透過光
の明るいものとなる。上記のように、中間屈折率層（Ｂ）の屈折率が基材（Ａ）の屈折率
と導電層（Ｃ）の屈折率との中間の値に設定されていることから、透明導電材料の反射率
を各波長に対して比較的フラット（極大値と極小値との差が比較的小さい）なものにする
ことができる。従って、透過光の着色を抑えることができる。さらに、透過率も波長にか
かわらず高く、ほぼ一定した値が得られ、透過光を明るくすることができる。
【００４１】
以上の実施形態により発揮される効果を以下にまとめて説明する。
・　本実施形態の透明導電材料は、基材（Ａ）の片面もしくは両面に、基材側から順に層
厚が光学膜厚で１００～１７５ｎｍの中間屈折率層（Ｂ）、層厚が光学膜厚で１０～６０
ｎｍの導電層（Ｃ）が積層されている。かつ中間屈折率層（Ｂ）の屈折率が１．７～１．
８５で、各層の屈折率が基材（Ａ）の屈折率＜中間屈折率層（Ｂ）の屈折率＜導電層（Ｃ
）の屈折率となる関係を有している。このため、透過光の着色を少なくすることができる
とともに、積層する層数が少ないので構成を簡単にでき、製造を容易に、しかも製造コス
トを低くすることができる。従って、本実施形態の透明導電性材料はタッチパネルなどの
電極基板として有用である。
【００４２】
・　導電層（Ｃ）は金属もしくは金属酸化物で形成されていることから、良好な表面抵抗
値を得ることができる。
・　導電層（Ｃ）は酸化インジウム錫を蒸着法、イオンプレーティング法、ＣＶＤ法およ
びスパッタリング法から選ばれるいずれか１種の方法により容易に形成することができる
。
【００４３】
・　基材（Ａ）が１０～５００μｍの厚みを持つプラスチックフィルムであるため、透明
導電材料は安定した透明性を発揮することができる。
・　中間屈折率層（Ｂ）が原料をウェットコーティング法により形成した層であることか
ら、製膜を容易に行なうことができ、透明導電材料の製造コストを低減することができる
。
【００４４】
・　透明導電材料の導電層(Ｃ)側表面における反射率曲線の極小値は３８０～５００ｎｍ
の波長範囲内にある。このため、反射スペクトルの青色の反射光を低減させ、黄色の呈色
を低減させることができる。
【００４５】
・　透明導電材料の導電層(Ｃ)側表面における反射率曲線の極小値が４５０～５００ｎｍ
の波長範囲内にあることにより、全光線透過率を下げることなく、黄色の呈色を低減させ
ることができる。
【００４６】
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・　ＪＩＳ　Ｚ８７２９に定められるＬ*ａ*ｂ*表色系における透過色差が、－２＜ａ*＜
２、－２＜ｂ*＜２の範囲で、ゼロに近いことにより、透明導電材料の呈色を抑制するこ
とができる。
【００４７】
【実施例】
以下に前記実施形態をさらに具体化した実施例を示すが、本発明は以下の実施例に限定さ
れるものではない。なお、導電層以外の層の屈折率は以下の手順に従って測定した。
（１）屈折率１．６３のＰＥＴフィルム（商品名：Ａ４１００、東洋紡績株式会社製）上
に、ディップコーター（杉山元理化学機器株式会社製）により、乾燥後の層が光学膜厚（
ｎ×ｄ）＝１１０ｎｍ程度になるように層の厚さを調整しながら各層用塗液を塗布する。
（２）塗布層を乾燥後、窒素雰囲気下で紫外線を照射（岩崎電気株式会社製紫外線照射装
置、１２０Ｗ高圧水銀灯、４００ｍＪ）することにより硬化する。
（３）ＰＥＴフィルムの裏面をサンドペーパーで荒らし、黒色塗料で塗りつぶしたものを
分光光度計（「Ｕ－ｂｅｓｔ　５０」、日本分光株式会社製）により、３８０～７８０ｎ
ｍの５°、－５°正反射スペクトルを測定する。
（４）反射スペクトルより読み取った反射率の極大値または極小値を用いて以下の式（１
）より層の屈折率を計算する。
【００４８】
【数１】

但し、ｎMはＰＥＴフィルムの屈折率、ｎは層の屈折率を表す。
【００４９】
また、導電層の屈折率は、屈折率１．６３のＰＥＴフィルム（商品名：Ａ４１００、東洋
紡績株式会社製）上に光学膜厚（ｎ×ｄ）＝１１０ｎｍ程度になるように導電層を形成し
た後、上記（３）、（４）の手順で屈折率を測定した。
【００５０】
製造例１（中間屈折率層用塗液（Ｈ―１）の調製）
酸化ジルコニウムの微粒子（平均粒径：０．０４μｍ）８０重量部、テトラメチロールメ
タントリアクリレート１５重量部、ブチルアルコール９００重量部、光重合開始剤（商品
名：ＩＲＧＡＣＵＲＥ　９０７、チバガイギー株式会社製）１重量部を混合することによ
り中間屈折率層用塗液（Ｈ―１）を調製した。その塗液の一部を用いた紫外線硬化後の硬
化物の屈折率は１．７７であった。
【００５１】
製造例２（中間屈折率層用塗液（Ｈ―２）の調製）
酸化ジルコニウムの微粒子（平均粒径：０．０４μｍ）８０重量部に代えて酸化チタンの
微粒子（平均粒径：０．０３μｍ）８０重量部を用いた以外は製造例１と同様にして、中
間屈折率層用塗液（Ｈ―２）を調製した。その塗液の一部を用いた紫外線硬化後の硬化物
の屈折率は１．８５であった。
【００５２】
製造例３（ハードコート層用塗液（ＨＣ－１）の調製）
ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート７０重量部、１，６－ジアクリロイルオキシ
ヘキサン３０重量部、光重合開始剤（商品名：ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４、チバガイギー株
式会社製）４重量部、イソプロピルアルコール１００重量部を混合することによりハード
コート層用塗液を調製した。その塗液の一部を用いた紫外線硬化後の硬化物の屈折率は１
．５２であった。
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【００５３】
製造例４（ハードコート処理ＰＥＴフィルムの作製）
厚みが１８８μｍのＰＥＴフィルム（商品名：Ａ４１００、東洋紡績株式会社製、屈折率
１．６３）上に、製造例３で調製したハードコート用塗液をバーコーターを用いて乾燥後
の層厚が５μｍ程度になるように塗布した。その後、紫外線を照射（岩崎電気株式会社製
紫外線照射装置、１２０Ｗ高圧水銀灯、４００ｍＪ）し、硬化させることによりハードコ
ート処理ＰＥＴフィルムを作製した。
【００５４】
製造例５（シリカ微粒子の分散液（Ｌ―１）の調製）
テトラメチロールメタントリアクリレート２５重量部、シリカ微粒子の分散液（商品名：
ＸＢＡ－ＳＴ、日産化学株式会社製）２２０重量部、ブチルアルコール９００重量部、光
重合開始剤（商品名：ＫＡＹＡＣＵＲＥ　ＢＭＳ、日本化薬株式会社製）５重量部を混合
することによりシリカ微粒子の分散液（Ｌ―１）を調製した。その塗液の一部を用いた紫
外線硬化後の硬化物の屈折率は１．５０であった。
【００５５】
実施例１
厚みが１８８μｍのＰＥＴフィルム（商品名：Ａ４１００、東洋紡績株式会社製、屈折率
１．６３）上に、製造例１で作製した中間屈折率層用塗液（Ｈ―１）を用いて以下の方法
で中間屈折率層（Ｂ）を形成した。
【００５６】
硬化後の光学膜厚が１６０ｎｍになるように層厚を調整しながらディップコーター（杉山
元理化学機器株式会社製）により中間屈折率層用塗液（Ｈ―１）を塗布して乾燥後、窒素
雰囲気下で紫外線を照射（岩崎電気株式会社製紫外線照射装置、１２０Ｗ高圧水銀灯、４
００ｍＪ）することにより硬化した。
【００５７】
このフィルムを１００℃で１時間予備乾燥を行った後、ＩＴＯ（インジウム：錫＝９２：
８、層形成後の屈折率２．００）ターゲットを用いるスパッタリングにより、光学膜厚＝
４０ｎｍの導電層（Ｃ）を中間屈折率層（Ｂ）の上に形成し、透明導電材料を作製した。
【００５８】
得られた透明導電材料の模式的な断面図を図１に示す。すなわち、ＰＥＴフィルムよりな
る基材Ａ上には中間屈折率層Ｂが設けられ、さらにその上には導電層Ｃが設けられている
。
【００５９】
次に、これを用いて全光線透過率、反射率の極小値波長、透過色差（ａ*、ｂ*）、および
表面抵抗値を以下の方法により測定した。その結果をそれぞれ表１に示す。
【００６０】
（１）全光線透過率；ヘイズメーター（商品名：ＮＤＨ２０００、日本電色工業株式会社
製）により全光線透過率を測定した。
（２）反射率の極小値波長；分光光度計（商品名：ＵＶ１６００、株式会社島津製作所製
）を用いて３８０～７８０ｎｍの反射スペクトルを測定し、そのスペクトルより反射率の
極小値を示す波長を確認した。
【００６１】
（３）透過色差；色差計（商品名：ＳＱ－２０００、日本電色工業株式会社製）を用いて
透過色差ａ*、ｂ*を測定した。
（４）表面抵抗値；表面抵抗計（商品名：Ｌｏｒｅｓｔａ ＭＰ　ＭＣＰ―Ｔ３５０、三
菱化学株式会社製）により測定した。
【００６２】
実施例２
硬化後の光学膜厚が１２０ｎｍになるように層厚を調整しながら中間屈折率層用塗液（Ｈ
―１）を塗布して乾燥すること以外は実施例１と同様にして透明導電材料を作製した。
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【００６３】
　次に全光線透過率、反射率の極小値波長、透過色差（ａ*、ｂ*）、および表面抵抗値を
実施例１と同様に測定した。その結果をそれぞれ表１に示す。
　参考例３
　ＰＥＴフィルムに代えて、製造例４で作製したハードコート処理ＰＥＴフィルムを使用
すること以外は実施例１と同様にして透明導電材料を作製した。
【００６４】
　次に全光線透過率、反射率の極小値波長、透過色差（ａ*、ｂ*）、および表面抵抗値を
実施例１と同様に測定した。その結果をそれぞれ表１に示す。
　参考例４
　中間層の屈折率を１．８５に変更すること以外、参考例３と同様にして透明導電性材料
を作製した。
【００６５】
次に全光線透過率、反射率の極小値波長、透過色差（ａ*、ｂ*）、および表面抵抗値を実
施例１と同様に測定した。その結果をそれぞれ表１に示す。
比較例１
厚みが１８８μｍのＰＥＴフィルム（商品名：Ａ４１００、東洋紡績株式会社製、屈折率
１．６３）上に直接、実施例１と同様にして導電層（Ｃ）を形成した。
【００６６】
次に全光線透過率、透過色差（ａ*、ｂ*）、および表面抵抗値を実施例１と同様に測定し
た。その結果をそれぞれ表１に示す。
比較例２
硬化後の光学膜厚を９０ｎｍになるように層厚を調整しながら中間屈折率層用塗液（Ｈ―
１）を塗布して乾燥すること以外は実施例１と同様にして透明導電材料を作製した。
【００６７】
次に全光線透過率、反射率の極小値波長、透過色差（ａ*、ｂ*）、および表面抵抗値を実
施例１と同様に測定した。その結果をそれぞれ表１に示す。
比較例３
硬化後の光学膜厚を１９０ｎｍになるように層厚を調整しながら中間屈折率層用塗液（Ｈ
―１）を塗布して乾燥すること以外は実施例１と同様にして透明導電材料を作製した。
【００６８】
次に全光線透過率、反射率の極小値波長、透過色差（ａ*、ｂ*）、および表面抵抗値を実
施例１と同様に測定した。その結果をそれぞれ表１に示す。
比較例４
硬化後の光学膜厚を１６０ｎｍになるように層厚を調整しながら、中間屈折率層用塗液に
シリカ微粒子の分散液（Ｌ―１、屈折率：１．５０）を塗布して乾燥すること以外は実施
例１と同様に透明導電性材料を作製した。
【００６９】
次に全光線透過率、反射率の極小値波長、透過色差ａ*、ｂ*、および表面抵抗値を実施例
１と同様に測定した。結果をそれぞれ表１に示した。
比較例５
厚みが１８８μｍのＰＥＴフィルム（商品名：Ａ４１００、東洋紡績株式会社製、屈折率
１．６３）上に、中間屈折率層として酸化チタンターゲットを用いるスパッタリングによ
り、金属酸化物層（屈折率：２．３０、光学膜厚：１６０ｎｍ）を形成した。さらに、そ
の上にＩＴＯ（インジウム：錫＝９２：８）ターゲットを用いるスパッタリングにより、
導電層（光学膜厚：４０ｎｍ）を形成して透明導電材料を作製した。
【００７０】
比較例６
ＰＥＴフィルムの一方の面に酸化チタンを電子ビーム加熱法により、１．３３×１０-2～
２．６６×１０-2Ｐａの真空度で真空蒸着して、厚さが１００ｎｍ（屈折率：２．３５）
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からなる透明な誘電体膜を形成した。その後、実施例１と同様にして導電層（Ｃ）を形成
して透明導電材料を作製した。
【００７１】
次に、全光線透過率、反射率の極小値波長、透過色差（ａ*、ｂ*）、および表面抵抗値を
実施例１と同様に測定した。その結果をそれぞれ表１に示す。
【００７２】
【表１】
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　表１に示したように、実施例１および２で作製した透明導電性材料は表面抵抗値が小さ
く高導電性であり、また透過色差の値が小さいことから着色の少ないことが明らかとなっ
た。
【００７３】
一方、中間屈折率層（Ｂ）がない比較例１および比較例６や、中間屈折率層の光学膜厚が
適切でない比較例２、３や、中間屈折率層の屈折率が小さい比較例４では、いずれも透過
色差のｂ*が大きくなって、着色が見られることが明らかとなった。
【００７４】
　また中間屈折率層の屈折率を導電層の屈折率より高くした比較例５は、透過色差ｂ*が
非常に小さくなって、着色することが明らかとなった。
　参考例５、６
　参考例３、４で作製した透明導電材料の裏面にアクリル系粘着剤シート（商品名：ノン
キャリア、リンテック株式会社製）をハンドローラーにより貼り、製造例４で作製したハ
ードコート処理ＰＥＴフィルムの裏面に均一に貼り合わせた。
また厚さ２ｍｍのガラス板（商品名：ＦＬ２．０、日本板硝子株式会社製）に実施例１と
同様にしてスパッタリング法によりＩＴＯ（インジウム：錫＝９２：８）の導電層を形成
した。次に、これらを導電層同士が向かい合うように配置し、四辺を両面粘着テープによ
り貼り合せ、抵抗膜式タッチパネルのモデルを作製した。
【００７５】
得られたタッチパネルモデルの模式的な断面図を図２に示す。すなわち、透明導電材料は
、第１ハードコート層１が設けられた基材Ａ上に中間屈折率層Ｂを介して導電層Ｃが設け
られて構成されている。この透明導電材料は、第２ハードコート層２が設けられたＰＥＴ
フィルム３が粘着剤層４により接合されている。一方、ガラス基板５上には導体層６が設
けられ、該導体層６と透明導電材料の導電層Ｃとが対向するように両面テープ７で接合さ
れ、タッチパネルが構成されている。
【００７６】
　次に全光線透過率、透過色差（ａ*、ｂ*）を実施例１と同様の方法により測定した。そ
の結果を表２に示す。
　比較例７～９
　透明導電性材料として、比較例７は比較例１で作製したフィルム、比較例８は比較例２
で作製したフィルム、そして比較例９は比較例３で作製したフィルムをそれぞれ使用する
こと以外は参考例５と同様にして抵抗膜式タッチパネルのモデルを作製した。
【００７７】
次に全光線透過率、透過色差（ａ*、ｂ*）を実施例１と同様の方法により測定した。その
結果を表２に示す。
【００７８】
【表２】
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　表２に示したように、参考例５、６のタッチパネルは透過色差が低く、着色の目立たな
いことが明らかとなった。
【００７９】
一方、中間屈折率層（Ｂ）のないフィルムを使用したタッチパネル（比較例７）や、中間
屈折率層の光学膜厚が適切でないフィルムを使用したタッチパネル（比較例８、９）では
、透過色差ｂ*が非常に大きくなっており、黄色に着色することが明らかとなった。
【００８０】
　得られたタッチパネルをＣＲＴディスプレイ上に装着し、その機能を確認した。参考例
５、６のタッチパネルを装着したとき、ＣＲＴディスプレイの発色をすべて正確に表示で
きた。一方、比較例７～９のタッチパネルを装着したときは、ＣＲＴディスプレイの白表
示が黄色味がかっていた。
【００８１】
なお、前記実施形態を次のように変更して実施することも可能である。
・　中間屈折率層（Ｂ）を２層で構成し、屈折率１．７～１．８５の範囲内で基材（Ａ）
側の層の屈折率を小さく、導電層（Ｃ）側の層の屈折率を大きくするように構成すること
もできる。この場合、反射率をより小さくでき、透過率をより高くすることができる。
【００８２】
・　例えば、基材（Ａ）の表面の反射光と中間屈折率層（Ｂ）の表面の反射光との干渉に
よって反射光を打ち消し合うようにするために、波長λの反射光について、２×（中間屈
折率層（Ｂ）の光学膜厚）／λ＝１／２なる関係を利用して中間屈折率層（Ｂ）の光学膜
厚及び屈折率を決定するようにしてもよい。
【００８３】
・　中間屈折率層（Ｂ）を、金属酸化物と硬化性単量体の混合物をウェットコーティング
法により硬化させて形成する場合、電子線を照射して速やかに硬化させることもできる。
【００８４】
・　中間屈折率層（Ｂ）を形成するための金属酸化物と硬化性単量体との混合液中に粘度
調整剤（増粘剤）を加え、所望とする光学膜厚が得られるように粘度調整を行なうように
してもよい。
【００８８】
【発明の効果】
　本発明の透明導電材料は、積層する層数が少ないので構成が簡単で製造コストが低く、
かつ透過光の着色が少ない。そのため、本発明の透明導電材料はタッチパネルなどの電極
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基板として有用である。
【図面の簡単な説明】
【図１】　実施例１で作製した透明導電材料を模式的に示す断面図。
【図２】　参考例５で作製したタッチパネルのモデルを模式的に示す断面図。
【図３】　実施形態の透明導電材料について、光の波長と反射率との関係を示すグラフ。
【図４】　実施形態の透明導電材料について、光の波長と透過率との関係を示すグラフ。
【図５】　従来の透明導電材料について、光の波長と反射率との関係を示すグラフ。
【図６】　従来の透明導電材料について、光の波長と透過率との関係を示すグラフ。
【符号の説明】
　Ａ…基材、Ｂ…中間屈折率層、Ｃ…導電層。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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